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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条第2項の規定に基づき、書面

交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆

様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送り

いたします。

第84期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面記載省略事項）

業務の適正を確保するための体制
及 び 当 該 体 制 の 運 用 状 況

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

株式会社ＮＦＫホールディングス
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会社の体制及び方針

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

① 当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

　　当社は、全てのステークホルダーの繁栄を企業理念としており、その
実現のためにはコンプライアンスの徹底が不可欠であるという認識のも
と、法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守するための基準として「倫
理行動規範」を制定、取締役及び使用人全員へ周知し徹底しておりま
す。また、金融商品取引法に対応するための基本方針・計画立案・内部
統制委員会制定等の内部統制システムの充実に努め、公正な経営体制の
確立に努めております。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理体制

　　当社は、取締役の職務の執行に係る文書その他の情報について、法
令・社内規程等に基づき適切に保存及び管理の運用を実施し、必要に応
じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行っております。

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　当社は、取締役会がリスク管理体制を構築する責任と権限を有し、管
理部総務グループがリスク管理体制の整備・運用・検証を統括する体制
が構築されております。また、監査役・内部統制委員会の監査により法
令・定款違反その他の事由に基づき損失の危険のある業務執行行為が発
見された場合には、発見された危険の内容、損失程度等について取締役
会及び担当部署に報告し改善する体制を構築しております。

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　当社は、定例の取締役会を毎月開催しており、重要事項の決定並びに
取締役の業務執行状況の監督等を行うとともに、業務執行上の責任を明
確にするため、取締役の任期を１年と定めております。なお、取締役会
開催においては、審議が十分行われるよう付議される議題に関する資料
を事前に配布し、各取締役が十分な準備ができる体制をとっておりま
す。また、事業運営におきましては、各年度予算を立案し、全社的指標
を設定し、各部門においてその指標達成に向け具体策の立案・実行を行
っております。
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会社の体制及び方針

⑤ 当社並びに当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保

するための体制

　　当社は、当社グループの業務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するため、「倫理行動規範」を制定し、子会社におけるコンプライ
アンスの周知徹底及び推進のための諸施策を講じております。

　　また、当社子会社の経営管理に関しましては「関係会社管理規程」に
基づき、経営財務の全般について当社に報告を求めるとともに一定の事
項については当社が最終決裁を行うことで、経営管理を強化し、情報管
理・危機管理の統一と共有化及び経営の効率化を確保しております。

⑥ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に

おける当該使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性

に関する事項、当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、監
査役会と協議の上、当該使用人を配置いたします（2026年３月31日現在
監査役はその職務を補助すべき従業員を求めておりません）。当該使用
人につきましては、その職務の遂行に当っては、監査役の指揮命令に従
うものとし、取締役等の指揮・命令を受けないものとしております。ま
た、当該使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等に対しては監査役と
協議を行い、監査役の同意を得た上で実施するものとします。

⑦ 当社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査

役への報告に関する体制、報告をしたことを理由として不利な取り扱い

を受けないことを確保するための体制

　　当社及び子会社の代表取締役及び取締役は、取締役会等の重要な会議
においてその担当する業務の執行状況の報告を行っております。また、
当社及び当社子会社の取締役及び従業員が当社及び子会社の業績に影響
を及ぼす重要な事項を認知した際は、速やかに監査役に報告することを
周知徹底しております。なお、当社は、当社及び子会社の監査役へ報告
を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたこ
とを理由として不利な取扱いを行わないものとします。

⑧ 当社の監査役が職務の執行について生ずる費用の前払いまたは処理に係

る方針に関する体制

　　監査役が職務を執行する上で、当社に対し、必要な費用の前払い等の
請求をしたときは、当該請求にかかる費用または債務が当該監査役の職
務執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または
債務を支払うものとします。
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会社の体制及び方針

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　取締役及び各グループ内経営幹部は、監査役と相互の意思疎通を図る
ため定期的な会合をもち、法令に基づく事項の他、内部監査結果等の報
告を行い、当社の監査体制と内部統制システム体制との調整を図ってお
ります。また、当社会計監査人、顧問弁護士とも迅速に協議を行える体
制を確保しております。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制整備

　　当社は、反社会的勢力への対抗姿勢として、当社グループ会社役員及
び全従業員が、社会的責任を真摯に自覚し、日常の業務遂行において関
係法令を遵守し、社会倫理に適合した行動の実践を維持するため、「倫
理行動規範」を制定・施行し、当該規程の周知徹底により、反社会的勢
力及び団体との関係を遮断・排除するとともに、これらの活動を助長す
るような行為は一切行わないこととしております。また、反社会的勢力
からの不当要求等に対する対応につきましては「反社会的勢力対策規
程」を制定・施行し、組織全体として毅然とした態度で臨み、管理部総
務グループを統括部門として、企業防衛対策協議会、弁護士、警察等の
社外専門家や関係機関等と連携して速やかに解決を図る体制を確立して
おります。

（当事業年度における、当社の業務の適正を確保するための体制の運用状況

の概要は、以下のとおりであります。）

① コンプライアンスに関する取り組み

　　当社は、「倫理行動規範」を制定しており、当社グループ各社の取締
役、監査役及び従業員等の全てに周知し徹底するとともに、コンプライ
アンス意識の向上とコンプライアンスに関する正しい知識の習得に努め
ております。また、金融商品取引法に対応するための基本方針・計画立
案・内部統制委員会制定等の内部統制システムの充実に努め、公正な経
営体制の確立に努めております。

② 取締役の職務執行の適正性及び効率性の確保

　　当事業年度は、12回の取締役会を開催し、経営方針及び経営戦略等の
重要事項の決定並びに各取締役の職務の執行状況の監督を行いました。
また、当社の常勤取締役が出席する経営ミーティングを適宜開催し、当
社グループにおける経営上の重要事項について検討が行われました。
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会社の体制及び方針

③ 当社及び子会社における業務の適正の確保

　　当社の取締役が子会社の取締役を兼務し、子会社の取締役等の職務の
執行が効率的に行われていることを監督しております。また、当社グル
ープにおける業務の適正性・効率性の確保を目的として、内部統制委員
会が年次計画に基づき、当社及び子会社の内部監査を実施しておりま
す。

④ 監査役の監査の実効性の確保に関する取り組み

　　当事業年度は、監査役会を12回開催し、監査に関する重要な事項につ
いて報告を受け、協議・決議を行いました。また、取締役会や部門長会
議等の重要な会議に出席するほか、代表取締役、内部統制監査人及び会
計監査人と定期的に情報交換を行い、損失の危険の管理及び内部統制シ
ステムの整備・運用状況を確認しております。

－ 4 －



2026/05/28 13:03:20 / 25298291_株式会社ＮＦＫホールディングス_招集通知

連結株主資本等変動計算書

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

20 2 5年４月１日残高 100,000 3,341,508 1,747,944 △214 5,189,238

連結会計年度中の変動額

連結子会社株式の取
得による持分の増減

535,041 535,041

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

88,354 88,354

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― 535,041 88,354 ― 623,396

2 0 2 6年３月31日残高 100,000 3,876,550 1,836,299 △214 5,812,634

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権
非 支 配
株主持分

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

その他の包括
利益累計額合計

2025年４月１日残高 △73,119 38,071 △35,047 2,818 ― 5,157,008

連結会計年度中の変動額

連結子会社株式の取
得による持分の増減

535,041

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

88,354

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

54,030 54,030 21,863 683,585 759,479

連結会計年度中の変動額合計 54,030 ― 54,030 21,863 683,585 1,382,875

2026年３月31日残高 △19,089 38,071 18,982 24,682 683,585 6,539,884

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（単位：千円）
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連結注記表、株主資本等変動計算書

連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 2社

(2) 連結子会社の名称

日本ファーネス株式会社

株式会社キャストリコ

このうち、持分法適用関連会社であった株式会社キャストリコの株式を公

開買付けによって追加取得した結果、当連結会計年度より、同社を持分法適

用の範囲から除外し、連結の範囲に含めております。

詳細につきましては、その他の注記事項（企業結合等関係）に記載のとお

りです。

(3) 主要な非連結子会社の名称等

　該当ありません。

２. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の数 2社

(2) 持分法適用会社の名称

株式会社サン・イ

株式会社ウェブ

(3) 主要な非持分法適用会社の名称等

該当ありません。

３. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。

(ｲ) 商品

総平均法

(ﾛ) 製品、仕掛品

個別法

(ﾊ) 原材料

・工業炉燃焼装置関連事業

移動平均法

・エレクトロニクス事業

総平均法

－ 6 －



2026/05/28 13:03:20 / 25298291_株式会社ＮＦＫホールディングス_招集通知

連結注記表、株主資本等変動計算書

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし1998年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）について

は社内における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

③ リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法によっております

④ 長期前払費用

均等償却によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会

計年度に見合う分を計上しております。

③ 完成工事補償引当金

完成工事の補償損失に備えるため、将来の発生が予想される補償損失額を

各案件別に見積り計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

工業炉燃焼装置関連事業については、主に工業炉等の製造・販売を行って

おり、顧客との契約に基づいた引き渡しにより支配が移転する取引であるた

め、製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。また、一部の

契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行

義務の充足に係る進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しておりま

す。

エレクトロニクス事業については、半導体・電子部品の提供、EMS（電子機

器受託製造サービス）、ハードウェア・ソフトウェアの開発設計サービス、

ならびにメカトロニクス製品の設計開発から加工・組立・製造までを行って

おります。製品の販売については、顧客の検収時点で履行義務が充足される

ことから、当該時点で収益を認識しております。また、開発設計サービスに

ついては、契約期間にわたり役務提供を行うため、一定期間にわたり履行義

務が充足されると判断し、役務提供期間に応じて収益を認識しております。

なお、代理人取引に該当するものについては、顧客から受け取る額から仕入

先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
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連結注記表、株主資本等変動計算書

当連結会計年度

商品及び製品 382千円

仕掛品 363,401千円

原材料 522,636千円

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 繰延資産の処理方法

株式交付費

支出時に全額費用として処理しております。

② ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満

たしている為替予約については振当処理によっており、特例処理の要件を満

たしている金利スワップについては特例処理によっております。

③ 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

④ グループ通算制度を適用しております。

会計方針の変更

該当事項はありません。

会計上の見積りに関する注記

（重要な会計上の見積り）
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であ

って、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以

下のとおりです。

（棚卸資産の評価）

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工業炉燃焼装置関連事業の棚卸資産については、原則として取得原価により評価し

ておりますが、一定期間にわたり出庫実績のない棚卸資産については、収益性の低下

を反映するため、帳簿価額を切り下げて評価しております。

エレクトロニクス事業の棚卸資産については、原則として、取得原価をもって貸借

対照表価額とし、事業年度末における正味売却価額が取得原価よりも下落している場

合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。

また、一定の保有期間を超える棚卸資産については、帳簿価額を切り下げる方法を採

用しております。

これらは、将来の需要予測及び市況状況に基づいて決定しておりますが、当社の重

要な事業分野である半導体製造装置市場は、予期せぬ市場環境の変化が生じる場合が

あり、そのような市場環境の変化により棚卸資産の今後の使用状況に変化が生じた場

合には、翌事業年度の計算書類において、棚卸資産の帳簿価額の切り下げを行う可能

性があります。
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当連結会計年度

繰延税金資産 129,003千円

当連結会計年度

進捗度に応じた売上高 103,970千円

１. 担保に供している資産

現金及び預金 1,001千円

（上記に対応する債務）　該当事項はありません。

２. 有形固定資産の減価償却累計額 271,486千円

３. 保証債務残高 71,265千円

（繰延税金資産の回収可能性）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックスプランニン

グに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。当該見積りは、今後の経営

環境の変化等によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金

額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資産の金

額に重要な影響を与える可能性があります。

（進捗度に基づき収益を一定期間にわたり認識する収益）

１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

上記の金額は、進捗度に基づき収益を一定期間にわたり認識する工事収益のうち、当連

結会計年度末時点で進行中の工事を対象として記載しており、引渡しが完了した工事は含

めておりません。

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

工業炉燃焼装置関連事業における一部の工事契約については、一定の期間にわたり履行

義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を一定の期間にわ

たり認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、見積総原

価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。

工事契約は、顧客からの要望に対応する仕様を満たすため、必要となる原材料や人員、

完成するまでの期間等が検討され、その結果に基づいて、工事収益総額及び工事原価総額

の見積りが行われます。また、当該契約を取り巻く環境の変化により、原材料価格の変動

や設計内容の変更等も起こり得るため、それらの見積りに影響を与えることもあります。

連結貸借対照表に関する注記
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　受取手形

　電子記録債権

　売掛金

　契約資産

2,032千円

73,561千円

882,858千円

103,970千円

普通株式 48,744,624株

４. 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税効果相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条に

定める路線価、公示価格により算出しております。

再評価を行った日

2000年９月30日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△24,994千円

５. 顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、それぞれ以下のとお

りです。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

２. 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当連結会計年度の末日において権利行使期間の初日が到来しているものはありま

せん。

３. 株主資本の金額の著しい変動

当社は、2025年６月６日開催の定時取締役会において、簡易株式交付による株式

会社キャストリコに対する公開買付を行うことを決議し、2025年８月20日付で当社

を株式交付親会社とし、株式会社キャストリコを株式交付子会社とする株式交付に

よる企業結合を実施し、子会社化しております。

この結果、当連結会計期間において資本剰余金が５億３千５百万円増加し、当連

結会計年度末において資本剰余金が38億７千６百万円となっております。

金融商品に関する注記

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

工業炉燃焼装置関連事業については、受注計画に照らして、必要な資金（主に

自己資金及び銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融

資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。ま

た、エレクトロニクス事業の資金運用については短期的な預金等に限定し、資金

調達については銀行等の金融機関からの借入及び新株発行による方針でありま

す。なお、デリバティブは、為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するため

に利用し、投機的な取引は行わない方針であります。
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(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は合同運用指定金銭信託や業務上の関係を有する企業等の株式

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日でありま

す。借入金に係る債務は、運転資金及び設備投資等に係る資金の調達を目的とし

たものであり、償還日は決算日後最長約５年であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理部

門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて

同様の管理を行っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、期末の帳簿

価額と時価を評価し、モニタリングしております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金計画を作成・更新

するとともに、連結売上高の２ヶ月相当の手許流動性を維持することなどによ

り、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合

理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより当該価額が変動

することもあります。

(5) 信用リスクの集中

　当期の連結決算日における営業債権に特定の大口顧客に対するものはありませ

ん。

－ 11 －



2026/05/28 13:03:20 / 25298291_株式会社ＮＦＫホールディングス_招集通知

連結注記表、株主資本等変動計算書

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券

その他有価証券 359,635 359,635 ―

長期借入金

（１年内返済予定の長期

借入金を含む）

（594,223) (576,910) (17,312)

区分 時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券 359,635 － ― 359,635

資産計 359,635 － ― 359,635

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2026年３月31日（当連結会計期間末）現在における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等
（連結貸借対照表計上額532,686千円）は、「その他有価証券」には含めておりませ

ん。

　また、現金及び預金、受取手形、売掛金、支払手形及び買掛金、短期借入金、未払

法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略

しております。

（単位：千円）

（注）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

３.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格

により算定した時価

レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプ

ットにより算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

(１) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）
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区分 時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金

（１年内返済予定の長期

借入金を含む）

― 576,910 ― 576,910

負債計 ― 576,910 ― 576,910

報告セグメント

合計
工業炉燃焼

装置関連事業

エレクトロ

ニクス事業
その他 計

一時点で移転される財 1,602,798 1,492,999 4,600 3,100,397 3,100,397

一定の期間にわたり移

転される財
284,842 298,205 － 583,047 583,047

顧客との契約から生じ

る収益
1,887,640 1,791,204 4,600 3,683,444 3,683,444

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,887,640 1,791,204 4,600 3,683,444 3,683,444

(２) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味

した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類し

ております。

収益認識に関する注記

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２.収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表[連結計算書類の作成のための

基本となる重要な事項に関する注記等]」の「３．会計方針に関する事項(4)収益及び

費用の計上基準」に記載しております。
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１. １株当たり純資産額 119円64銭

２. １株当たり当期純利益 1円88銭

３.翌期以降の収益の金額を理解するための情報

当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は42,729千円

であり、当社グループは当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて翌連結

会計年度中に収益を認識することを見込んでおります。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

その他の注記

企業結合等関係

（取得による企業結合）

当社は、2025年８月20日に簡易株式交付による株式会社キャストリコに対する

公開買付を行い、当社を株式交付親会社とし、株式会社キャストリコを株式交付

子会社とする株式交付による企業結合を実施し、株式会社キャストリコを子会社

化しております。

１．企業結合の概要
（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　　　　株式会社キャストリコ
事業の内容　　　　　　　　販売、基盤設計及び開発

（２）企業結合を行った主な理由
事業領域の拡大及びこれまで持分法適用関連会社であった株式会社キャスト
リコの連結子会社化による関係強化

（３）企業結合日
みなし取得日　2025年９月30日

（４）企業結合の法的形式
株式交付による公開買付

（５）結合後企業の名称
変更はありません。

（６）取得した議決権比率
企業結合日直前に所有していた議決権比率　　　29.26％
取得後の議決権比率　　　　　　　　　　　　　52.06％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が交付した株式を対価として株式会社キャストリコの株式を取得した

ためです。

２．当連結会計期間に係る連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間
2025年10月１日から2026年３月31日まで
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流動資産 2,178,166 千円

固定資産 289,628 〃

資産合計 2,467,795 〃

流動負債 647,147 〃

固定負債 380,083 〃

負債合計 1,027,230 〃

３．株式の種類別の交付比率及びその算定方法並びに交付した株式数
（１)株式の種類別の交付比率

株式会社キャストリコの普通株式１株に対して、当社の普通株式9.34株を
割当て交付しました。

（２）交付した株式数
4,693,500株

（３）株式交付比率の算定方法
当社は、本株式交付に用いられる株式交付比率の検討に際して、その公正

性・妥当性を確保するため、当社及び株式会社キャストリコから独立した第
三者機関である東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社を選定し、
2025年６月５日付で株式交付比率算定報告書を取得しました。当社は、当該
算定結果を参考に、株式会社キャストリコの資産・負債の状況、同社の現
状・将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、慎重に検討を重ねた結果、上
記（１）記載の交付比率は東京フィナンシャル・アドバイザーズ株式会社が
算定した株式交付比率レンジ内であり、当社の株主の利益を損ねるものでは
なく、妥当であるとの判断に至りました。

４．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」に基づき、処理しています。

５．被取得企業の取得原価

企業結合日に交付した当社普通株式の時価　　　　　535,041千円

取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　535,041千円

６．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー費用等　　　　　　　　　　　　　　　28,068千円

７．のれんの金額、発生原因

（１）のれんの金額

472,008千円

（２）発生原因

取得原価が企業結合時における時価純資産を上回ったため、その差額をの

れんとして認識しています。

（３）償却方法及び償却期間

７年間にわたる均等償却

８．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
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連結注記表、株主資本等変動計算書

( 2025年４月１日から
2026年３月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余

金 合 計
利 益
準 備 金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

2025年４月１日残高 100,000 942,128 2,399,380 3,341,508 9,213 1,518,637 1,527,851 △214 4,969,145

事業年度中の変動額

子会社株式の取得
による持分の増減

535,041 535,041 535,041

当 期 純 利 益 111,252 111,252 111,252

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
( 純 　 額 )

事業年度中の変動額
合 計

― 535,041 ― 535,041 ― 111,252 111,252 － 646,294

2026年３月31日残高 100,000 1,477,169 2,399,380 3,876,550 9,213 1,629,889 1,639,103 △214 5,615,439

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

評 価 ･ 換 算
差額等合計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 △61,222 38,071 △23,150 2,818 4,948,813

事 業 年 度 中 の 変 動 額

子会社株式の取得による持分
の 増 減

535,041

当 期 純 利 益 111,252

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事 業 年 度 中 の 変 動 額
( 純 　 額 )

50,897 － 50,897 21,863 72,761

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 50,897 － 50,897 21,863 719,055

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △10,324 38,071 27,747 24,682 5,667,869

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（単位：千円）

－ 16 －



2026/05/28 13:03:20 / 25298291_株式会社ＮＦＫホールディングス_招集通知

個別注記表

個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については、定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、ソフトウエア（自社利用）については社内

における利用可能期間（３～５年）に基づく定額法を採用しております。

３. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。

－ 17 －
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個別注記表

当事業年度

繰延税金資産 5,334千円

４. 収益及び費用の計上基準

当社の収益は、子会社及び関連会社に対する経営指導料及び事務所賃貸料であり

ます。経営指導料については、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供するこ

とが履行義務であり、業務が提供された時点で当社の履行義務が充足されることか

ら当該時点で収益及び費用を認識しております。また、事務所賃貸料については、

当社が子会社及び関連会社に事務所を賃貸する期間に応じて当社の履行義務が充足

されることから、当該期間で収益及び費用を計上しております。

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

株式交付費

　支出時に全額費用として処理しております。

(2) グループ通算制度を適用しております。

会計上の見積りに関する注記

（重要な会計上の見積り）

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、以下のとおりで

す。

（繰延税金資産の回収可能性）

１．当事業年度の計算書類に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックスプラン

ニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。当該見積りは、今

後の経営環境の変化等によって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得

の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金

資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。
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個別注記表

１. 有形固定資産の減価償却累計額 112,252千円

短期金銭債権

長期金銭債権

369千円

10,864千円

短期金銭債務 125,742千円

営業取引（収入分） 282,000千円

営業取引（支出分） 313千円

営業取引以外（収入分） 2,868千円

普通株式 457株

貸借対照表に関する注記

２. 関係会社に対する金銭債権債務

３. 土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税効果相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布法律第119号）第２条

に定める路線価、公示価格により算出しております。

再評価を行った日

2000年９月30日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

△24,994千円

損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引による取引高の総額

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数
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個別注記表

繰延税金資産

投資有価証券 548,548千円

退職給付引当金 3,808千円

出資金 5,022千円

貸付金 554,897千円

その他 24,838千円

繰延税金資産　小計 1,137,116千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金 △1,131,782千円

評価性引当額　小計 △1,131,782千円

繰延税金資産　合計 5,334千円

繰延税金負債

その他有価証券に係る繰延税金負債 △9,452千円

繰延税金負債　合計 △9,452千円

繰延税金負債の純額 △4,118千円

土地再評価に係る繰延税金負債

土地再評価差額金 △20,890千円

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内訳は、投資有価証券及び貸付金であり、評価性引当額を同額計

上しております。なお、繰延税金負債の主な内訳は、土地再評価差額金であります。

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための情報は、連結注記表に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しております。
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個別注記表

種 類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社
日本ファーネス

株 式 会 社

所有

直接100％
役 員 の 兼 任

経 営 指 導 料

（注）１
162,000 ― ―

事 務 所 賃 貸

（注）２
120,000 ― ―

１. １株当たりの純資産額 115円77銭

２. １株当たりの当期純利益 2円37銭

関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１.経営指導料については、市場価格を勘案し交渉により決定しております。

（注）２.事務所賃貸については、近隣の地代を参考にした価格により決定しております。

１株当たり情報に関する注記

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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